
番 

号 
１ 

項

目 
各小学校の栄養教諭の配置実態を教えて下さい。 

（回答） 

東粉浜小    ０名 

住吉小     １名 

長居小     １名 

依羅小     １名 

墨江小     １名（学校栄養職員） 

遠里小野小   ０名 

清水丘小    ０名 

南住吉小    １名 

大領小     １名 

苅田小     １名（学校栄養職員） 

山之内小    ０名 

苅田南小    ０名 

苅田北小    ０名 

大空小     ０名 

 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当 電話：06-6208-9121 

 

 

 

 



番 

号 
２ 

項

目 
小学校給食の民間委託をやめてください。民間委託している小学校を教えてください。 

（回答） 

小学校給食の調理業務につきましては、令和７年８月現在、小学校 178 校・小中一貫校７校に

おいて、民間事業者への委託により実施しております。 

委託校においても、給食実施は直営校と同様に安全衛生面に十分配慮された本市の給食調

理・衛生管理マニュアル等に基づいて行われております。また学校行事への協力や、児童への

声かけなども行われ、これまでと変わらない学校教育の一環としての学校給食を提供しており

ます。 

今後も引き続き、適切な業務管理に留意しつつ、本市の担うべき責任を遂行しながら、「安全・

安心でおいしい給食」の提供が効果的・効率的に実施できるように、給食調理業務の民間委託

を進めてまいります。  

 

なお、給食調理業務の民間委託を実施している住吉区内の小学校は以下のとおりです。 

・南住吉小学校(平成 22年４月から)  

・長居小学校(平成 24年４月から)  

・墨江小学校(平成 26年４月から)  

・依羅小学校(平成 27年４月から)  

・大領小学校(平成 29年４月から)  

・大空小学校（平成 31年４月から） 

・住吉小学校（令和４年４月から） 

・苅田小学校（令和６年４月から） 

 

 

担当 教育委員会事務局 指導部 保健体育担当 電話：06-6208-9143 

 

 

 



番 

号 
３ 

項

目 
全中学校で給食を自校方式で全員喫食にしてください。 

（回答） 

令和元年度の１学期をもって市内全中学校において、デリバリー方式の給食から親子方式と

自校調理方式を合わせた「学校調理方式」での給食提供方法に移行し、給食室を整備している

中学校における自校調理方式を含め全ての中学校において「学校調理方式」での全員喫食を実

施しております。 

 

担当 教育委員会事務局 指導部 保健体育担当 電話：06-6208-9143 

 

 

 



番 

号 
４ 

項

目 
小・中学校の給食調理員の数を教えてください。 

（回答） 

  給食調理員につきましては、令和７年５月１日現在、本務、再任用職員合わせまして、

289名を各小学校に配置しております。 

 

［住吉区］ 

東粉浜小    ３名 

遠里小野小   ４名 

清水丘小    ４名 

山之内小    ４名 

苅田南小    ２名 

苅田北小    ３名 

 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当 電話：06-6208-9121 

 

 

 



番 

号 
５ 

項

目 
小中学校にランチルームを作ってください。 

（回答） 

給食時間は子どもたちにとって楽しみな時間であり、子ども同士や子どもと教員が自然と打

ち解け合い、仲間づくりができる食環境を充実させることは重要と考えております。 

 

担当 教育委員会事務局 指導部 保健体育担当 電話：06-6208-9143 

 

 

 



番 

号 
６ 

項

目 
給食の食材に有機農産物を使用してください。 

（回答） 

本市の学校給食は喫食数が約 18万食と非常に多く、大量調達の可否や価格面を考慮したうえ

で使用食材を決定しているため、有機農産物の調達については現時点で困難ではありますが引

き続き、食材業者と意見交換をしつつ、国の動向等も注視しながら、より良い給食の提供に努

めてまいります。 

 

担当 教育委員会事務局 指導部 保健体育担当 電話：06-6208-9143 

 

 

 



番 

号 
７ 

項

目 
全小中学校に司書を配置してください。配置の実態も教えてください。 

（回答） 

全小中学校及び義務教育学校に、読書支援や調べ学習等、学習支援に重点を置いて学校

図書館の運営業務を担う学校司書を配置しています。（１区に１校を基本に１校専任週４日

30 時間の「主幹学校司書」、主幹学校司書配置校以外は週１日６時間、25 学級以上の大規

模校に週２日 12時間配置） 

担当 教育委員会 中央図書館 地域サービス担当 電話：06-6539-3307 

 

 

 



番 

号 

 

８ 

項

目 

 

 

不登校の実態を教えてください。区として対策の進んでいるところを教えてください。 

（回答） 

 令和６年公表の大阪市立学校における不登校数では、全国や大阪府に比べ小学校は下回

るものの中学校は上回る状況にあります。 

 住吉区役所としましては、登校はできるが教室に入れない生徒や不登校傾向にある生徒

が安心して登校できる居場所や学習ができる環境を整備するため区内中学校への支援を行

っています。 

 

担当 住吉区役所 教育文化課           電話：（０６）６６９４－９９８９ 

 

 

 



 

番 

号 

 

９ 

項

目 

スクールソーシャルワーカー（SSW）の配置状況や、スクールカウンセラー（SC）との

情報共有の実態を教えてください。 

（下線部のみ回答） 

 令和２年度より、全区において「こどもの貧困対策関連事業」である「こどもサポートネ

ット」を実施しております。 

本事業では、学校、区役所等で開催する支援検討会議（スクリーニング会議Ⅱ）の中心的

役割を持つこどもサポートネット SSW を、区ごとの学校数に応じて１名または２名を全市

24区役所へ配置いたしました。 

さらに令和５年度より、ヤングケアラーへの支援を充実させるため、各区役所へ配置する

SSWを１名または２名増員することを決定し、順次、配置を進めております。 

担当      教育委員会事務局 指導部 教育活動支援担当（生活指導 G） 電話：06-6208-9174    

 

 

 



 

番 

号 

９ 

項

目 

スクールソーシャルワーカー（SSW）の配置状況や、スクールカウンセラー（SC）との

情報共有の実態を教えてください。 

（下線部のみ回答） 

 こどもサポートネット事業（こサポ）において、区役所に配置されているスクールソー

シャルワーカー（SSW）４名が担当の小中学校を巡回し、SC 在籍時には、直接情報共有を

図っており、SC不在時についてもこサポの窓口となる教職員を通じて情報共有を行ってい

ます。 

また、各校で開催されるスクリーニング会議Ⅱにおいても、SSW・SC が出席しており、

教職員等とともに、こサポ連絡票を基に専門的な見地からアセスメントを行い、こどもと

子育て世帯が抱える課題への支援方針を決定しています。 

担当 住吉区役所 保健こども家庭課 子育て相談室 電話：06-6694-9815 

 

 



番 

号 
10 

項

目 
特別支援教育サポート事業に関わる人員の配置状況と、利用状況を教えてください。 

（回答） 

 教育委員会といたしましては、校内における特別支援教育の充実に向け、特別支援教育

サポーターを配置し、障がいのある児童生徒と障がいのない児童生徒が、共に学ぶしくみ

であるインクルーシブ教育システムの充実と推進に努めております。 

 住吉区内の各学校につきましては、年度当初より全校に配置しており、今後も各学校の

状況を把握するとともに、児童生徒一人ひとりの障がい状況に応じた支援ができるよう、

引き続き適切な配置に努めてまいります。 

担当 教育委員会事務局 指導部 インクルーシブ教育推進担当 電話：06-6327-1009       

 

 

 



番 

号 
11 

項

目 
学校統廃合を進めないでください。また、そのための学校選択制は廃止してください。 

（回答） 

大阪市では、有識者等で構成する「大阪市学校適正配置審議会（以下「審議会」という。）」

からの答申をふまえ、子どもたちが将来、社会生活を営むうえで必要な社会性や困難に立

ち向かう力を獲得して成長していくために、学校は一定の集団規模であることが必要なこ

とから、学校配置の適正化に取り組んでいます。  

今後、さらなる少子化が見込まれるなか、将来を見据え、持続的に良好な教育環境を提

供していくため、学校配置の適正化に関係する方々が、児童の教育環境の改善を第一に、

適正配置の着手の基準や進め方について、ルールを共有して取組を進める必要があること

から、令和２年４月に「大阪市立学校活性化条例（以下「条例」という。）」を改正施行

し、あわせて大阪市立小学校の適正規模の確保に関する規則を制定しました。  

小学校の配置の適正化に取り組む中で、中学校でも小規模化の進行が見られたことから、

これに対応するため、審議会から、令和６年３月に中学校の配置の適正化に係る意見書が

教育委員会に提出されました。  

当該意見書を踏まえ、令和６年９月開催の総合教育会議では、中学校の学校配置の適正

化の今後の進め方が協議され、その結果、「一定の集団規模が確保された良好な教育環境

を整えるためには、中学校についても、学校配置の適正化を進めることが必要であり、小

学校と同様に規定化することが望ましい」との方向性が確認されました。これを受け、新

たに中学校の適正規模に関する事項を規定するため、令和７年４月に条例を改正しました。  

学校配置の適正化の検討につきましては、ニアイズベターの考え方のもとに、区担当教

育次長である区長のリーダーシップの下、学校再編整備計画を策定、公表のうえ、保護者・

地域の皆さまからご意見を聴くこととしており、教育委員会としましては区役所と連携し、

児童・生徒の良好な教育環境の確保及び教育活動の充実に努めてまいります。  

教育委員会では、大阪の教育力の向上、充実を図り、教育の振興を推進し、子どもたち

の最善の利益を図るため、また子どもや保護者の意向に応えていくため、学校選択制の制

度化と指定外就学の基準拡大を方向性とする「就学制度の改善について」を平成 24 年 10

月に策定いたしました。 

この方針のもと、平成 26年度入学より順次、各区長が子どもや保護者を中心とした区民及

び区内の学校長等の意見を丁寧にお聴きした上で検討を行い、区の実情や区民の意向に即 

した方針案を策定し、教育委員会会議の議決を経て、学校選択制を実施しております。 

学校選択制は、平成 26 年度入学者より一部の区において開始しましたが、平成 31 年度入



学者からは全区実施となっております。 

令和５年３月には学校選択制にかかる検証報告書を取りまとめたところです。検証におい

て、学校選択制は多くの保護者から良い制度であると評価されていること等から、今後と

も制度実施は必要と考えております。 

 

 

 

 

担当 教育委員会事務局 総務部 学事課 電話：06-6208-9111・9114 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



番 

号 

 

11 

項

目 

 

 

学校統廃合を進めないでください。また、そのための学校選択制は廃止してください。 

（回答） 

住吉区では平成２６年４月から、区内の市立小・中学校に入学する際、児童・生徒や保

護者の希望を尊重して、自由選択性という方法での学校選択制を実施しています。 

住吉区の令和７年度の新入学生のうち小学校で 21％、中学校で 15.7％の方が通学区域外

の学校を選択されており、小・中学校を合わせた全体数では年々微増しています。 

なお、平成２６年度の制度導入時に小学校で学校選択制を利用した児童・保護者が、中

学校入学時に学校選択制を利用することになった令和２年度に、保護者、地域団体関係者、

学校を対象にアンケートという形で調査・分析を実施しました。結果は、区のホームペー

ジで公表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

担当 住吉区役所 教育文化課  電話：（０６）６６９４－９９６４ 

 

 

 



 

番 

号 

 

12 

項

目 

区内の小中学校の教職員不足の実態や、それに伴う「教育に穴があく」状況を区民に

知らせ、改善を市にはたらきかけてください。 

（下線部のみ回答） 

本市の教員不足の現状につきましては、年度当初の教員定数は充足していますが、年度

途中の欠員を直ちに補充できず、教育現場に負担がかかっている状況が生じていることに

ついて重く受け止めています。 

こういった欠員未補充の状況を解消するため、代替教員（講師）の確保に向けて、講師

登録会の休日・夜間の開催や、地下鉄主要駅でのポスターの掲示等のさまざまな方策を継

続して実施しております。 

さらに、講師登録者数の増加を目指し、地下鉄中吊り広告の掲出や行政オンラインシス

テムを利用した講師登録の運用を開始するなど、取組みを強化しているところです。 

また、令和６年度より「本務教員による欠員補充制度（特別専科教諭の配置）」を新たに

導入しました。本制度では、産休・育休等による年度途中の欠員を補充するため、法律に

基づく教員定数に加えて、市独自に本務教員を採用し、年度途中に欠員が発生した場合の

代替教員（特別専科教諭）として配置することとしています。 

 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当 電話：06-6208-9125 

 

 

 



番 

号 
13 

項

目 
独自の予算措置で、少人数学級の実施をすすめるよう、市にはたらきかけてください。 

（回答） 

公立小学校・中学校及び義務教育学校における学級編制は、「公立義務教育諸学校の学級

編制及び教職員定数の標準に関する法律」および「同施行令」に基づいて、通常学級につ

いては、小学校及び義務教育学校前期課程は１学級 35人を標準とし、令和７年度までに段

階的に改めていくこととされ、本年度より小学校１年生から小学校６年生まで 35人を標準

として学級編制を行っております。  

なお、中学校及び義務教育学校後期課程は引き続き１学級 40 人が標準とされており、

学級編制の標準の引き下げは、義務教育国庫負担制度の趣旨に基づき、国の責任において

その財源措置と共に実施されるべきと考えております。 

担当 教育委員会事務局 総務部 学事課 電話：06-6208-9114 

 

 

 

 



番 

号 

 

１４ 

項

目 

 

「すみよし学習クラブ」の学校別実施状況を教えてください。 

（回答） 

区内の小学校５・６年生及び中学１年生～３年生を対象に「すみよし学習クラブ（ジュニア）」

及び「すみよし学習クラブ」を実施しています。令和７年７月現在の教室別実施状況は下記の

とおりとなります。 

「すみよし学習クラブ」（区内在住中学１年生～３年生対象） 

〇遠里小野教室(受講者数：3名)       〇墨江丘教室(受講者数：10名) 

開催場所：遠里小野小学校 １階会議室   開催場所：墨江丘中学校 南館２階教室  

開催日時：毎週火曜日・金曜日       開催日時：毎週火曜日・金曜日 

１コマ目 19：00～20：10         １コマ目 18：30～19：40 

２コマ目 20：15～21：25         ２コマ目 19：45～20：55 

  

〇我孫子教室(受講者数：9名)        ※各教室希望すればオンライン受講も可 

開催場所：我孫子中学校 １階会議室     オンライン受講者は７月時点 0名 

開催日時：毎週月曜日・木曜日 

１コマ目 19：00～20：10 

２コマ目 20：15～21：25 

 

「すみよし学習クラブ（ジュニア）」（学校実施分は実施校在籍５～６年生対象） 

〇遠里小野教室(受講者数：4名)       〇清水丘教室(受講者数：2名) 

開催場所：遠里小野小学校 １階会議室   開催場所：清水丘小学校 ３階多目的室  

開催日時：毎週月曜日・木曜日       開催日時：毎週月曜日・木曜日 

１コマ目 15：45～16：15         １コマ目 15：45～16：15 

２コマ目 16：15～16：45         ２コマ目 16：15～16：45 

 

〇南住吉教室(受講者数：17名)        〇苅田北教室(受講者数：5名) 

開催場所：南住吉小学校 ４階生涯学習室  開催場所：苅田北小学校 １階図書室  

開催日時：毎週水曜日・金曜日       開催日時：毎週火曜日・金曜日 

水曜日：１コマ目 14：45～15：15         １コマ目 15：45～16：15 

２コマ目 15：15～15：45         ２コマ目 16：15～16：45 

  金曜日：１コマ目 15：45～16：15 

      ２コマ目 16：15～16：45 

 

〇オンライン教室(受講者数：0名)  

 受講対象：区内在住のオンラインを希望する小学５～６年生が対象（自宅で受講） 

開催日時：毎週木・金曜日 １コマ目 16：00～16：30 ２コマ目 16：30～17：00 

担当 住吉区役所 教育文化課           電話：（０６）６６９４－９９６４ 



 

 

番 

号 

 

１５ 

項

目 

 

競争と詰め込みで子どもたちを追い詰めている、全国学力テストや中学生チャレン

ジテスト、小学校学力経年調査、すくすくウォッチなどのテスト対策の弊害について、

区の総合教育会議で検証し公表してください。 

（回答） 

 住吉区総合教育会議は、開催要綱第１条（目的）により「教育委員会事務局住吉区担当

教育次長が、その所管に属する教育の振興に係る施策及び事業並びにこれに関連する分野

の施策及び事業について、その立案段階から保護者及び地域住民その他の関係者等の意見

を把握し、議論をしたうえ適宜これを反映させるとともに、その実績及び成果の評価に関

し意見を聴くため住吉区総合教育会議を開催する」こととしています。 

 さらに、第４条により委員の意見を求める事項についても、「(1) 所管施策等に関する計

画及び方針に関する事項、(2) 所管施策等のうち主要なものの実績及び成果の評価に関す

る事項、(3) 上記のほか、所管施策等に関し必要と認める事項」と定めています。 

 

 

  

  

 

 

 

 

担当 住吉区役所 教育文化課           電話：（０６）６６９４－９９８９ 



番 

号 
16 

項

目 
小中高校のトイレの個室に生理用品を置いてください。 

（回答） 

大阪市立学校においては、児童生徒が必要な時に生理用品を対面及び非対面で受け取る

ことができ、安全安心に学校生活を送ることができるよう、全小中学校の保健室や職員室

のほか、女子トイレ（個室含む）など、各校の実情にあった提供場所に常備するよう、生

理用品にかかる環境整備に取り組んでおります。 

担当 教育委員会事務局 指導部 保健体育担当 電話：06-6208-9141 

 

 

 

 



番 

号 
17 

項

目 

公立幼稚園・保育園の民営化をやめてください。万領保育園の民営化をやめてくださ

い。 

（回答） 

 市立幼稚園については「民間において成立している事業については民間に任せる」とい

う市政改革の基本的な考え方に基づき、各区において、施設や地域の状況を考慮したうえ

で、休廃止も視野に入れながら、民営化を進めることとしていますが、市立幼稚園として

の今日的な役割について検証したうえで、個々の園の状況や地域ニーズ等を勘案し、今後

の進め方について方針決定していくこととしております。 

また、公立保育所につきましても、同市政改革の方針に基づき、セーフティネットとし

ての直営の必要性を考慮しつつ、施設の状況に応じて、原則民間移管、民間移管が困難な

場合は、補完的に委託化を推進することとしています。 

また、入所率が低く将来的にも保育需要の増加が見込めない保育所については、待機児

童の発生状況、周辺地域の保育所の入所状況、施設の老朽化の状況、児童の保育環境及び

地域の保育事情・ニーズなどを慎重に勘案し、受入先保育所の確保を条件として、当該公

立保育所の統廃合・休廃止を検討することとしております。 

なお、公立保育所については、虐待や育児放棄の恐れがある児童、障がいのある児童、

外国にルーツのある児童や保護者など、配慮や支援を必要とする児童や保護者を見守り、

集団の中で共に育ちあう保育を推進するとともに、関係機関と連携しながら、配慮を要す

る児童や保護者を支援し、セーフティネットの機能を果たせるように、また、民間の教育・

保育施設を支援する役割を果たせるように必要箇所数を存続したいと考えています。 

万領保育所につきましては、建築後長年を経過し、老朽化が著しく大規模な改修をしな

ければ使用が困難な建替対象の保育所であり、かつ、現地建替に必要な仮設用地を確保で

きたことから、市政改革の基本方針に基づき民間移管するものです。 

担当 

こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課（幼稚園運営企画グループ） 

電話：06-6208-8166 

こども青少年局 幼保施策部 保育所運営課 

電話：06-6684-9345・9109 



番 

号 

 

１８ 

項

目 

子どもが自由に使えて球技のできる公園を作ってください。 

（回答） 

本市の都市公園では、公園の新設や再整備の際には、休憩、遊戯、運動などの多様なニ

ーズに対応し、多くの皆様に利用していただけるよう、様々な施設の整備を進めておりま

す。 

このうち、ボール使用を目的とした球技広場については、一定規模以上の広さが公園内

に確保できる場合において、周辺状況、利用ニーズ等を考慮し、設置することとしており

ますが、現時点で住吉区内において、新たに整備を予定している公園はございません。 

なお、公園におけるボール遊び自体を一律禁止しているのではなく、公園利用者間の相

互理解のもとで、他の利用者に危害の及ばない範囲のボール遊びについては可能としてお

ります。 

 

担当 
建設局 公園緑化部 公園課         電話：06-6615-6769 

建設局 公園緑化部 調整課（企画運営担当） 電話：06-6615-6759 

 

 



番 

号 
19 

項

目 
児童館を建ててください。 

（回答） 

 本市では、児童館が果たしていた子育て支援及び児童健全育成機能を再編強化し、各区

子ども・子育てプラザにおいて、子育てサークル・サロンへの情報提供及び活動の場の提

供、児童の遊び場の提供、行事の開催、クラブ活動など、子育て活動の支援及び児童の健

全育成に取り組んでいるところです。 

担当 
こども青少年局 子育て支援部 管理課（子育て支援グループ） 

電話：06-6208-8112 

 



 

番 

号 
20 

項

目 
無料で使える中高生の居場所、青少年センターを住吉区に作ってください。 

（回答） 

本市では、中学生・高校生など青少年が主に活動できる施設として東淀川区に青少年セ

ンターを、児童文化を通して健全育成を図る施設として此花区にこども文化センターを、

さらに大阪市域外にも青少年が野外活動に取り組める信太山青少年野外活動センターを有

しております。  

いずれの施設も受益者負担の観点より一部を除き有料となっております。 

担当 
こども青少年局 企画部 青少年課（青少年企画グループ） 

電話：06-6684-9441 

 



 

 

番 

号 

 

２１ 

項

目 

自衛隊に子どもたちの名簿を渡さないでください。 

また、除外申出に関して確実に広報してください。 

（回答） 

防衛大臣が行う自衛官等募集事務は、自衛隊法第 29 条第１項及び第 35 条の規定に基づ

くものであり、また、自衛隊法施行令第 120 条において、「防衛大臣は、自衛官又は自衛官

候補生の募集に関し必要があると認めるときは、都道府県知事又は市町村長に対し、必要

な報告又は資料の提出を求めることができる。」と規定されているところです。 

 

このため、自衛隊への住民基本情報の提供については、個人情報の保護に関する法律（以

下、個人情報保護法）第 69条第１項の「法令に基づく場合」に該当するものと解され、自

衛隊法及び自衛隊法施行令の規定の趣旨に基づき、本市の保有個人情報である住民基本台

帳記載事項のうち、氏名、生年月日、性別及び住所について、防衛大臣に提供を行ってお

ります。 

 

本市から提供した上記の情報については、個人情報保護法において、行政機関における

その保有・利用等について適切な取扱いを行うことが規定されており、加えて、本市と自

衛隊の間で、目的外利用等の禁止や利用後の廃棄措置等を詳細に定めた覚書を交わし、確

実な個人情報保護を図っております。 

 

自衛隊への個人情報の提供を望まない方については、申出いただくことにより、提供す

る情報から除外する措置を行っております。除外申出の方法や期限等については、本市ホ

ームページや SNS、各区役所窓口等でのチラシや除外申出書の配架、庁舎内のポスター掲示、

各区広報紙への記事掲載等により案内しております。多くの市民に除外の申し出に関する

情報が行き届くよう、引き続き広報周知に取り組んでまいります。 

 

担当 市民局 総務部 住民情報担当 電話：06-4305-7345 



 

番 

号 
22 

項

目 
区内の小中学校の万博遠足の実施状況を教えてください。 

・大阪・関西万博会場への入場日（小学校）〔９月１日現在〕 

４月 17日 苅田北小学校 ４・５年 

４月 18日 長居小学校 ４・６年 

４月 18日 大空小学校 ２・４・５．６年 

４月 22日 苅田北小学校 ２・３年 

４月 25日 墨江小学校 ４年 

４月 28日 長居小学校 ３・５年 

４月 30日 住吉小学校 ６年 

５月 ２日 東粉浜小学校 ５・６年 

５月 ７日 清水丘小学校 ５年 

５月 ８日 苅田南小学校 １・５年 

５月 ８日 清水丘小学校 ６年 

５月 13日 大領小学校 ６年 

５月 13日 南住吉小学校 ２・５年 

５月 15日 墨江小学校 ６年 

５月 19日 南住吉小学校 ３・４年 

５月 20日 清水丘小学校 ４年 

５月 21日 墨江小学校 ２・５年 

５月 22日 苅田南小学校 ４年 

５月 23日 苅田小学校 ４年 

５月 29日 清水丘小学校 ３年 

５月 30日 苅田小学校 ６年 

６月 ６日 墨江小学校 ３年 

６月 ６日 清水丘小学校 １年 

６月 ６日 大領小学校 ４年 

６月 13日 清水丘小学校 ２年 

６月 13日 大空小学校 １・３年 

６月 16日 東粉浜小学校 ３・４年 

６月 17日 東粉浜小学校 １・２年 



６月 17日 苅田南小学校 ２年 

６月 19日 苅田南小学校 ６年 

６月 30日 苅田南小学校 ３年 

７月 ２日 苅田北小学校 １・６年 

 

・大阪・関西万博会場への入場日（中学校）〔９月１日現在〕 

４月 22日 大領中学校 ３年 

５月 ９日 墨江中学校 ２年 

５月 ９日 大領中学校 １年 

５月 14日 墨江丘中学校 １年 

５月 30日 大領中学校 ２年 

７月 ２日 三稜中学校 １・２・３年 

 

 

 

担当 教育委員会事務局 指導部 初等・中学校教育担当 電話：06-6208-9186 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 

 

２３ 

項

目 

 

 

区民センター図書館棟の外階段、入り口が暗いので明るくしてください。 

（回答） 

 

必要な個所については、順次照明の補修等を実施していきます。 

担当 住吉区役所 総務課  電話：06-6694-9948 



 

番 

号 

 

２４ 

項

目 

 

区民センターの集会室 4 は利用率が高く予約が取れないので、同じような広さ( 60 人

規模) の集会室を他にも作ってください。 

（回答） 

区民センターなどの区役所附設会館は、区を単位とする広域的な多目的集会施設とし

て、コミュニティ活動の振興などといった市民一般の集会や各種行事の用に供し、社会生

活の利便を図ることを目的として設置されたもので、現在 24区に 33施設を整備していま

す。住吉区民センターについては、平成 19 年度に整備を行い、広く区民の皆さまにご利

用いただいております。 

 

担当  市民局 総務部 施設担当   電話：06-6208-7327 

 

 



 

番 

号 

 

２５ 

項

目 

 

100人～150人規模で利用できる安価な集会室を建設してください。 

（回答） 

コミュニティ活動の振興など市民一般の集会や各種行事の用に供し、社会生活の利便を

図るため、区を単位とする広域的な多目的集会施設として区民センターなどの区役所附設

会館を整備しており、住吉区民センターについては、平成 19 年度に整備を行い、広く区

民の皆さまにご利用いただいております。 

 

担当  市民局 総務部 施設担当     電話：06-6208-7327 

 

 



番 

号 

 

２６ 

項

目 

 

区民センターの貸会場は９か月前に区関係の行事で先に押さえられるため、一般には

土・日曜日が借りにくくなっています。区の行事で押さえるのも限度を作ってくださ

い。 

（回答） 

 

区民センターは、コミュニティ活動の振興ならびに、地域における文化の向上及び福祉

の増進を図ることを目的として設置されております。 

 住吉区におきましても、上記目的を踏まえ区役所主催の各種行事・イベントを実施して

おりますが、より多様な世代の方々にご参加いただくため、多くの方が訪れやすい土曜日・

日曜日を中心に開催しております。 

 より多くの方々に区民センターをご利用いただけるよう、区役所としましても必要最小

限の利用としておりますので、ご理解いただきますようお願い申しあげます。 

 

担当 住吉区役所 総務課  電話：06-6694-9626 

 

 



番 

号 

 

２７ 

項

目 

 

 

区役所まわりの壊れた灯りを修理してください。 

（回答） 

 

区役所等における修繕が必要な箇所について、内容や優先順位等を精査の上、順次修繕

等を実施していきます。 

 

担当 住吉区役所 総務課  電話：06-6694-9848 

 

 



番 

号 

 

２８ 

項

目 

住吉区役所及び区民センターの敷地全面が禁煙エリアであることを徹底してくださ

い。 

（回答） 

 

健康増進法第２５条では、施設の管理者に対して、受動喫煙（室内またはこれに準ずる

環境において、他人のたばこの煙を吸わされること）を防止するために必要な措置を講ず

るよう努力義務が課せられています。 

 また、その具体的な方法については、平成 22年２月 25日厚生労働省健康局長通知「受

動喫煙防止対策について」（以下「通知」という）において「今後の受動喫煙防止対策の

基本的な方向性として、多数の者が利用する公共的な空間については、原則として全面禁

煙であるべきである。」「また、特に、屋外であっても子どもの利用が想定される公共的な

空間では、受動喫煙防止のための配慮が必要である。」と示されております。 

住吉区役所及び区民センターの敷地につきましては、この通知に基づき建物内及び敷地内

全面禁煙としており、平成 26 年１月に玄関前の灰皿も撤去してきたところです。また、

住吉区役所庁舎管理規定でも敷地内での喫煙を禁止行為として定めております。 

 住吉区役所及び区民センター敷地内において、掲示物を掲示することにより周知を行っ

ております。 

しかしながら、周知が至っておらず、未だ喫煙行為が見受けられる状況でありますこと

から、引き続き、敷地内全面禁煙の周知を行い、受動喫煙の防止に努めてまいります。 

 

担当 住吉区役所 総務課  電話：06-6694-9848 

 

 

 



番 

号 

 

２９ 

項

目 

 

 

誰もが気軽に利用できる集会室を、各校区に作ってください。 

（回答） 

地域住民のコミュニティ活動の場となる多目的集会施設として、おおむね小学校区単

位において地域集会施設が設置されており、現在も多くの方々によって各種の集会やサ

ークル活動などに利用されております。 

この地域集会施設は、地域住民の方々によって自主的に建設され、管理・運営も行わ

れております。 

本市といたしましては、地域住民の方々が地域集会施設の建設や建替えを行う際に要

する費用の一部を補助しております。 

 

担当 市民局 区政支援室 地域力担当 地域力創出グループ  電話：06-6208-7346  

 

 

 



番 

号 

 

３０ 

項

目 

 

市営住宅の窓に断熱工事をしてください。 

（回答） 

本市では、約 11 万戸の市営住宅を管理しており、その当時の標準的な材料や仕様、設備

水準として建設しています。 

令和７年４月の建築物省エネ法の改正により、住宅の省エネ基準適合が義務化されたこ

とを受け、これ以降に建設する住宅については、窓ガラスを複層ガラスとするなど、断熱

性の向上を図っています。 

 

担当 都市整備局 住宅部 建設課（建設設計）  電話：06‐6208‐9243 

 



 

番 

号 

 

３１ 

項

目 

 

南住吉 4 丁目市営住宅建替え用の空地に早急に市営住宅を建ててください。特に単身

者用が必要です。 

（回答） 

大阪市が所有する未利用地の活用につきましては、「大阪市未利用地活用方針」の中で

公表しておりますが、本用地につきましては、事業予定地として、現在、その活用につい

て検討しているところです。 

担当 

都市整備局 住宅部 建設課（建設設計）  電話：06‐6208‐9243 

都市整備局 住宅部 建設課（建替改善）  電話：06‐6208‐9251 

都市整備局 住宅部 建設課（団地再生）  電話：06‐6208‐8424 

様式２－２ 



番 

号 
３２ 

項

目 

 

公共のトイレに生理用品を置いてください。 

（回答） 

 

市民局が実施している「大阪市女性のつながりサポート事業」において、住吉区役所生活自

立相談窓口に相談に来られた方で希望される方に生理用品を提供しておりますことから、現時

点で設置する予定はございません。 

ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

 

担当 
住吉区役所総務課（庁舎管理担当）  電話：06-6694-9904 

住吉区役所総務課（附設会館担当）  電話：06-6694-9626 

 

 



番 

号 

 

３３ 

項

目 

区内のトイレ未設置の公園にトイレを設置してください。 

（回答） 

公園のトイレは、来園者が公園を快適に利用するための便益施設です。一方で、屋外に

あり、無人管理で、不特定多数の方が常時自由にご利用できるという特性をもった施設で

あることから、いたずら等により破損されるケースも多く発生しており、不具合等の発生

状況に応じて修繕が必要となるなどの維持管理上の課題があります。また、新たに設置を

行う際には、多額の費用を要することから、必要性等を十分に精査する必要があります。 

そのため、公園のトイレについては、遠方からも多くの利用者が見込まれる大規模な公

園において設置する方針としており、現時点で住吉区内において、新たにトイレを設置す

る予定はございません。 

担当 建設局 公園緑化部 公園課        電話：06-6615-6769 

 



 

番 

号 

 

３４ 

項

目 

 

区役所で自衛隊の PR・勧誘をしないでください。正面の壁の横断幕を外してください。

区の行事に自衛隊を呼ばないでください。 

（回答） 

・自衛官の募集事務については、地方自治法第２条、同法施行令第１条及び自衛隊法施行

令第162条の規程により、府及び市町村の第１号法定受託事務として行っております。 

・自衛隊については、大規模災害時に災害応急対策や災害派遣など災害復旧に向けた支援

活動を行っており、すみよし区民まつりの防災・防犯エリアにて、パネル展示などを行

っています。 

 

 

 

担当 
住吉区役所  総務課  電話：06-6694-9625 

住吉区役所  地域課  電話：06-6694-9840 

 



番 

号 

 

３５ 

項

目 

 

赤バスがなくなって困っています。以前回答いただいた「個別の福祉的な対応等の中

での工夫」はどうなりましたか。また、市バスの本数を増やしてください。 

（回答） 

 住吉区では、赤バス廃止後、地域の代表や学識経験者等からご意見をお伺いしたところ、

「基本的には生活と移動面から見た住吉区の環境は良好であると考えられるものの、区内

の一部に存在する公共交通不便地域等に対しては、集約型の交通手段（公共交通）による

対応が困難であることから、個別の福祉的な対応（例えば、福祉有償運送事業を実施して

いる団体への斡旋、あるいはデリバリーや往診システム、送迎サービス情報の提供システ

ム等）の工夫も必要ではないか」とのご意見をいただいております。 

住吉区でコミュニティバスを運行していくことにつきましては、他区でのコミュニティバ

スの状況等を見ましても、利用率や収益性の面から困難であると考えております。 

また、「個別の福祉的な対応等の中での工夫も必要ではないか」とのご意見を受け、福祉

関係の送迎サービス等を利用した交通手段についても検討してまいりましたが、現時点で

は実現が困難な状況です。 

なお、本市では令和７年２月に新たなエリアにおけるＡＩオンデマンド交通の社会実験

に関する民間事業提案を募集し、Osaka Metro Group より住吉区を対象区域とする事業提

案の提出がありました。当区として、ＡＩオンデマンド交通の社会実験開始に向け、区の

現状等を提案事業者へお伝えするとともに、地域の意見集約を図ってまいりました。８月

開催の大阪市ＡＩオンデマンド交通検討会議等において、運行計画及び運賃に関する協議

が調ったため、事業者が国へ申請を行い、令和７年 10 月以降に社会実験を開始する予定

です。 

担当 住吉区役所 政策推進課  電話：06-6694-9957 

 

 

 



 

番 

号 

 

３６ 

項

目 

全国一ひどいと言われている大阪市の水道管の老朽化を改善させてください。水道の

民営化を行わず、行政の責任で行ってください。 

 

 

 

（回答） 

 

本市では令和６年５月に策定した「大阪市水道施設整備中長期計画」に基づき、水道管

の老朽化対策を進めることとしており、長期の更新需要を試算した結果に基づき、管路総

延長約 5200kmに対して概ね年間１％の更新率を目安に整備を進めております。具体的には、

管路の材質や土壌条件に応じて設定した管路の使用可能年数を目安に更新し、使用可能年

数超過管路の割合が約 12％（令和 5年度末）から約 5％（令和 35年度末）となるよう、年

間あたりの更新ペースを 53kmと設定しております。 

更新対象としては、特に布設年次が最も古く、管体及び継手が脆弱な鋳鉄管の解消を最

優先に取り組むとともに、その他の管路で漏水など著しく劣化している状況が確認された

場合には、速やかに更新に着手することとしております。漏水発生時の影響が大きい基幹

管路については、令和６年度から令和 13年度にかけて実施する「基幹管路耐震化 PFI事業」

において、年 4km から 8km にペースアップを図るとともに、配水支管については、局発注

の従来手法で年 45kmのペースで管路更新を進めてまいります。 

 

【参考】 

▶大阪市水道施設整備中長期計画 

大阪市水道局：大阪市水道施設整備中長期計画 （水道局の主な取り組み>水道施設の整

備） 

 

担当 水道局 工務部 計画課 電話：06-6616-5510 

 

https://www.city.osaka.lg.jp/suido/page/0000627179.html
https://www.city.osaka.lg.jp/suido/page/0000627179.html


 

番 

号 

 

３６ 

項

目 

全国一ひどいと言われている大阪市の水道管の老朽化を改善させてください。水道の

民営化を行わず、行政の責任で行ってください。 

 

 

（回答） 

水道事業の運営全般を民間に委ねるという趣旨での、いわゆる「民営化」を行う予定はご

ざいません。 

（下線部について回答） 

 

担当 水道局 総務部 企画課 電話：06-6616-5410 

 



 

番 

号 

 

３７ 

項

目 

喉が渇いたときに、誰もが気軽に利用できる水飲み場や給水機、マイボトルに無料で

水を入れてくれるお店などの「給水スポット」を住吉区内の公共施設などに広げてく

ださい。 

（回答） 

 水道局の給水スポット「水色スイッチ」につきましては 、水道水の安全性やおいしさを

実感していただくとともに、マイボトルで水道水を飲むという環境にやさしいライフスタ

イルへの移行を提案することを目的として、市内６カ所に設置しています。 

「水色スイッチ」につきましては、今後増産する予定はございませんが、 様々なイベ

ント等における水道局出展ブースでの広報活動やおおさかマイボトルパートナーズの一

員としての取組において、マイボトルの利用促進・水道水の飲用利用の普及・啓発活動に

努めてまいります。 

新たな給水スポットの設置につきましては、官民施設を問わず、各施設管理者の判断によ

り進めていくものと考えます。 

 

担当 水道局 総務部 総務課 電話： 06-6616-5404 

 

 



番 

号 

 

３８ 

項

目 
公共施設に太陽光パネルを設置してください。 

（回答） 

 

 住吉区役所（３階屋上庭園横）及び住吉区民センター（ホール棟屋上）に太陽光パネル

を設置しています。 

 

担当 住吉区役所 総務課  電話：06-6694-9848 

 

 

 



番 

号 

 

３９ 

項

目 

舗装を重ねているため起伏があり高齢者や車いすの方が歩行し難い歩道があります

（長居こども園前や、遠里小野５丁目と６、７丁目の間の東西に走る道路など）。歩き

やすく整備してください。 

（回答） 

 長居こども園前については、歩道舗装が一部老朽化しているため、次年度に補修を行う

予定です。 

遠里小野５丁目と６、７丁目の間の東西道路ですが、現在、建築工事及び埋設企業体（大

阪ガス㈱）による配管修繕工事が行われており、令和８年３月末までに舗装復旧が完了す

る予定です。 

 

担当 建設局 南部方面管理事務所 住之江工営所  電話：06-6653-7636 

 

 

 



番 

号 

４０ 

 

項

目 

 

 

避難所への職員の配置はどうなっていますか？（正規職員・非正規職員の数） 

（回答） 

 

避難所への職員配置につきましては、震度５強以上の地震が発生した際には、全３７箇所

の避難所に区役所職員と直近参集者（住吉区内又は近隣に居住する大阪市職員）を合わせ

て５名～６名を、また、河川増水時における避難情報発令の際には、２３箇所の避難所（市

立小・中学校、阪南高校）に区役所職員２名～３名を配置することとしており、すべての

正規職員が対応することとしています。 

 

担当 住吉区役所 地域課 防災担当 電話：06-6694-9734 



 

番 

号 

４１ 

項

目 

 

 

避難所のベッドの備蓄を増やしてください。 

（回答） 

ベッドにつきましては、折りたたみベッド１８台及びエアーマット１２台を全３７箇所の

避難所に備蓄するとともに、各地域での災害に備えた取組みとして、段ボールベッドや長

椅子を活用したコンパネベッドの備蓄など、様々な対策を進めています。 

 また、大阪市として、西日本段ボール工業組合と「災害救助物資の供給等に関する協定

書」を締結しており、災害時には段ボール製簡易ベッドや段ボール製間仕切りなどが調達

できるよう取り組んでいます。 

担

当 
住吉区役所 地域課 防災担当 電話：06-6694-9734 

 



 

番 

号 

４２ 

項

目 

 

 

避難スペースを女性・家族・男性など、分けてください。 

（回答） 

避難所における避難スペースにつきましては、避難者一人当たりのスペースが１．６㎡と

なっており、家族での避難の際には、その人数に応じた避難スペースの確保に努めること

としています。また、訓練では、女性をはじめとする多様なニーズを反映した避難所運営

訓練を実施し、レジャーシート等による囲いを作るなど、避難者の状況に応じた工夫を行

うこととしています。 

担

当 
住吉区役所 地域課 防災担当 電話：06-6694-9734 

 



 

番 

号 

４３ 

項

目 

 

更衣室や授乳室の設置、洗濯物の干し場などで女性専用スペースを設置してくだ

さい。 

（回答） 

避難所でのレイアウトにつきましては、地域や学校施設管理者と調整を行いながら作成し

ており、ベビールーム、マタニティールーム、女性更衣室を設置しております。 

女性用物干し場については、既に避難所レイアウト図に設置場所を記載している所もあり

ますが、避難所の状況を勘案しつつ検討してまいります。 

担

当 
住吉区役所 地域課 防災担当 電話：06-6694-9734 

 



 

番 

号 

４４ 

項

目 

 

トイレは明るいところに、女性用トイレは男性用の３倍くらい、多めに設置して

ください。 

（回答） 

避難所である学校施設等に既設されているトイレ数には限りがあるため、各避難所に１２

基の簡易トイレの備蓄を行っています。 

また、停電時等の明かりを確保するため、各避難所に発電機を２台や投光器を４セットの

他、懐中電灯 20台、ＬＥＤランタン 10台、ＬＥＤソーラーライト８台などの備蓄も行っ

ています。 

なお、災害時の避難者の状況により、女性用トイレ、男性用トイレ、多目的トイレの設置

を行います。 
 

担

当 
住吉区役所 地域課 防災担当 電話：06-6694-9734 

 



 

 

 

番 

号 

 

４５ 

項

目 

 

自転車に乗る際のヘルメット着用が努力義務になりました。購入の補助金を出してく

ださい。 

（回答） 

現在、自転車ヘルメット購入に係る補助金制度の予定はございません。 

しかしながら、自転車乗車中の交通事故による被害を軽減させるためにも、乗車用ヘル

メットの着用は有効ですので、大切な命を守るためにも、自転車乗車時のヘルメット着用

については、引き続き広く周知・啓発を行って参ります。 

担当 市民局区政支援室地域安全担当  電話：06-6208-7317 



番 

号 
46 

項

目 
補聴器の補助金を出してください。 

（回答） 

聴覚障がいの身体障がい者手帳の交付を受けた方及び高度難聴以上の難病患者等で高度

難聴用、又は重度難聴用の補聴器が必要な方（身体障がい者手帳を所持している方と同程

度以上の方）を対象とし、補装具費で補聴器購入費・修理費用の全部又は一部を支給して

います。 

また、身体障がい者手帳の交付対象とならない 18 歳未満の軽度・中等度の難聴児を対象

として「大阪市難聴児補聴器給付事業」により難聴児の言語訓練及び生活適応訓練の促進

に寄与することを目的として補聴器購入費用・修理費用の全部又は一部を支給しています。 

難聴者の補聴器購入に係る助成制度については、全国一律の制度として、国において創

設されるべきものであると考えており、引き続き、国に対して公的助成制度の創設につい

て要望してまいります。 

担当 福祉局障がい者施策部障がい支援課  電話：06-6208-7986 

 



 

番 

号 

 

47 

項

目 

 

くらしの便利帳が平成 25年度より配布されていません。２年に１回作成しているので

あれば、５～６年に１度くらいは全世帯に配布してください。 

（回答） 

「くらしの便利帳」は、平成７年から２年に１度発行し、全戸配布していましたが、平

成 25年発行分からは、インターネットの普及状況や経費削減の観点から、冊子は大阪市

内へ転入される方を対象に配布し、別途インターネット上で 24区分を全ページ公開して

います。 

なお、冊子を希望される市内在住の方には、区役所・出張所で配布もしておりますので、

ご理解賜りますようお願いいたします。 

担当 政策企画室 市民情報部 広報担当  電話：06-6208-7251 

 

 



番 

号 
48 

項

目 
大阪市は関西電力の筆頭株主です。関西電力に原発をなくすよう申請してください。 

（回答） 

本市は、関西電力株式会社の株主として、同社の定時株主総会において、平成 24 年度第

88 回から毎年度、株主提案を行っています。原発については、ひとたび過酷事故が発生す

ると広範囲での回復不可能かつ甚大な被害が想定されます。また、使用済燃料の中間貯蔵

施設の候補地が未だ決まらず、最終処分方法も確立されていない中で、現在も増え続けて

いる使用済燃料について処理の見通しが立たないまま、原発の稼働や新増設を行い、ツケ

を将来世代に回すことは、断じて許されることではなく、これらの課題を早急に解決すべ

きであると考えており、今年度の株主提案では、万全の安全対策等の見通しが立たない限

り、原発は必要最低限の稼働とし、新増設は行わないことを求めています。 

関西電力株式会社に対しては、原発が抱える課題の早急な解決、そして原発に代わる再

生可能エネルギーの最大限の導入や新技術の開発に積極的に取り組むなど、ゼロカーボン

の実現につながるエネルギー源の導入推進を引き続き求めてまいります。 

  

担当 環境局 環境施策部 環境施策課（エネルギー政策担当） 電話：06-6630-3483 

 

 

 



番 

号 

 

49 

項

目 

 

 

区政会議に、市民団体として新婦人の会を参加させてください。 

（回答） 

 区政会議委員の構成については、住吉区区政会議運営要綱第３条第１項において、地域

団体より推薦された者から選定する委員、公募により選定する委員及び学識経験を有する

者その他区長が適当と認める者から選定する委員から構成すると規定されています。（地

域団体とは、地域において、公益に資する活動を行っていると区長が認める団体をいう。） 

住吉区区政会議運営要綱第３条第２項、第３項において、区政会議の委員の定数は、24

人のうち、公募により選定する委員の定数は、９人と規定されています。 

令和７年８月６日現在、住吉区区政会議委員は、地域団体より推薦された者 14 人、公

募により選定する委員９人、学識経験を有する者１人で構成しています。 

現在のところ、地域団体より推薦された者から選定する委員、公募により選定する委員

及び学識経験を有する者以外から選定を行う予定はありません。 

委員の選定に当たっては、 区政会議の運営の基本となる事項に関する条例第４条第１

項の規定により、公募を活用するなどその構成が区民等の多様な意見が適切に反映される

ものとなるよう配慮しなければならないと規定されていることから、委員の公募にあたっ

ては、広報紙等で広く区民に周知しているところです。 

担当 住吉区役所 政策推進課  電話：06-6694-9957 

 

 

 



 

 

 

番 

号 

 

50 

項

目 

 

 

学童保育の募集要項を「広報すみよし」に掲載してください。 

（回答） 

住吉区役所では、住吉区広報紙「広報すみよし」掲載記事に関する運用基準を定めてい

ます。住吉区（大阪市）の施策や事業等、国や府の公共機関が行う事業等の情報のほか、

個人や団体等が区民を対象に区内で行うまちづくりや市民活動の推進を目的として行う事

業等の情報を掲載しています。 

例えば、広く区民を対象とした講座・イベントを開催される場合であれば、「イベント・

講座」に掲載することが可能です。 

ただし、紙面の都合により掲載できない場合があります。 

また別の方法として住吉区役所の連携協定先である地域コミュニティアプリ「ピアッ

ザ」にて情報を発信することが可能です。 

 

 

担当 住吉区役所 政策推進課 電話：06-6694-9842 



 

番 

号 

 

51 

項

目 

 

 

区民の市政への関心を高めるために、大阪市議会のテレビ放映を実施してください。 

（回答） 

 

本市会では過去に市会広報テレビ番組を放送していましたが、多額の経費負担を要する

ことやインターネット議会中継の開始などから、平成 24年４月をもって終了しております。 

 現在は、大阪市会ホームページにおきまして、本会議や委員会の生中継及び録画放映の

ほか、ユーチューブを活用した録画放映も行っております。 

 今後も、市民の皆様に市会の活動を広くお伝えするための広報手法の検討や改善に引き

続き取り組んでまいります。 

（このたびのご要望については、議長、副議長及び各会派に伝えます。） 

 

 

担当 市会事務局 政策調査担当 電話：06-6208-8691  

 

 



番 

号 

 

52 

項

目 

 

 

大阪にカジノは要りません。カジノ誘致の中止・撤回を求めます。 

（回答） 

ＩＲは、ホテル、ＭＩＣＥ施設、レストラン、エンターテイメント施設、カジノ施設な

ど、多くの集客施設を民間事業者が一体的に整備・運営する複合型の施設であり、民間事

業者の活力と創意工夫を最大限に活かす民設民営の事業です。 

 大阪・夢洲でのＩＲ立地は、世界中から新たに人、モノ、投資を呼び込むものであり、

持続的な民間投資による経済波及効果や雇用創出効果に加え、幅広い産業分野の活性化な

ど、大阪の経済成長に大きく貢献するものです。 

 また、カジノ収益の社会還元として、納付金等の収入を、ギャンブル等依存症対策の充

実などの懸念事項対策をはじめ、子育てや教育、福祉、観光振興、地域経済振興など、住

民福祉の増進や大阪の成長に向けて広く活用することにより、府民・市民の暮らしの充実

やさらなる都市の魅力と国際競争力の向上を図ってまいりたいと考えております。 

 今後も引き続き、世界最高水準の成長型ＩＲの実現に向けて取り組んでまいります。 

 

担当 ＩＲ推進局 推進課 計画グループ 電話：06-6210-9234 

 


